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4,410 4,668 ▲ 258
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(注)平均賃上げ予定額及び賃上げ予定率はともに定昇、ベースアップ込み加重平均による。

    1人当たり平均賃上げ額の括弧内には定昇額を表示。

規模の大きい企業 1.96 1.63 0.33

規模の小さい企業 1.51 1.68 ▲ 0.17

製造業 1.62 1.57 0.05

非製造業 2.31 1.74 0.57

全体 1.89 1.64 0.25

図表４．2022年度春季１人当たり平均賃上げ予定額・賃上げ率

（単位：円、％)
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埼玉県内企業の2022年度春季賃上げ見通し調査
調査対象：県内企業534社　　　　調査方法（期間）：アンケート方式(1月18日～2月22日)
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図表２．2022年度春季１人当たり平均賃上げ予定額（業種別）

前年度比増加見通し 前年度比横ばいの見通し 前年度比減少見通し 未定

回答企業：184社(回答率34.5％)　 業種別内訳：製造業106社　非製造業78社
１．春季賃上げ見通し　
（１）全体

　①賃上げ実施の有無
2022年度に賃上げ（｢定昇、ベースアップとも実施予定」、「定昇のみ実施予定」及び「ベースアップのみ実施予定｣の合計割合、以下同じ」）を予定している企業の割合は、67.6％と前年度調査（60.3％）を7.3㌽上回った。賃上げ予定している企業の割合は、3年ぶりに増加となった。一方、賃上げを予定していない企業の割合は、前年度比2.1㌽減の8.8％となった。また、「未定」とする割合は、21.8％（同比5.4㌽減）となり、約2割の企業は、賃上げに対する取組方針が決定に至っていない状況にある。
一昨年度から続く新型コロナウイルス感染症の影響により、賃上げに対しても厳しい環境が依然として続いているものの、県内景気の持ち直しの兆しが見える中、賃上げを予定している企業の割合は増加となった。 (図表１)

②定昇とベースアップの取組状況
2022度に賃上げを予定している企業の取組状況をみると、「定昇のみ実施予定」とした割合が38.8％と最も高くなったものの、前年度調査（42.4％）に比べ3.6㌽減少した。一方「定昇、ベースアップとも実施予定」は、24.1％で、前年度調査（14.1％）に比べ10.0㌽増加、「ベースアップのみ実施予定」は、4.7％で同比0.9㌽増加となった。ベースアップの実施を予定している企業の割合が小幅ながら増えていることがうかがえる。 (図表１)
　　
（２）業種別

業種別にみると、賃上げを予定している企業の割合は、製造業では77.8％となり前年度比15.3㌽増加となった。一方、非製造業では53.5％となり同比4.0㌽の減少となった。「賃上げを行わない」とする企業の割合は、製造業では5.0％となり同比1.7㌽減少、非製造業でも14.1％となり同比2.2㌽の減少となった。また、「未定」と回答した割合は、製造業の15.2％に対し、非製造では31.0％となっている。

製造業より非製造業の方が、経営者の賃上げに対する取り組みに慎重な姿勢を表す結果となった。（図表１）
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図表３．賃上げの社会動向を考慮した取り組み（業種別）

考慮した 考慮しない 特に考慮していないが、今後、賞与支給で考慮する予定


２．１人当たり平均賃上げ予定額の方針
（１）全体
賃上げを予定している企業に、1人当たり平均賃上げ予定額の増減について尋ねたところ、｢前年度比増加見通し｣と回答した企業の割合は、29.2％（前年度比18.4㌽増）、｢前年度比横ばいの見通し｣は、42.2％(同比2.7㌽減)となった。また｢前年度比減少見通し｣は、6.8％（同比4.6㌽減）となった。一方で、「未定」は、21.8％で同比11.1㌽の減少となった。新型コロナウイルス感染症の影響により賃上げ環境が厳しかった昨年にくらべ、業績が回復しつつある企業を中心に賃上げ額を引上げる動きが出ていることがうかがえる。（図表２）
（２）業種別

業種別にみると、賃上げを予定している企業のうち製造業は、「前年度比増加見通し」が34.4％となり前年度比22.9㌽増と大きく増加した。また「前年度横ばいの見通し」が42.7％（同比5.2㌽減）、「前年度比減少見通し」は6.2％（同比1.1㌽減）、「未定」が16.7％（同比16.6㌽減）となった。
一方、非製造業でも、「前年度比増加見通し」が21.6％と同比11.7㌽増加した。また「前年度比横ばいの見通し」が41.5％（同比0.7㌽増）、「前年度比減少見通し」が7.7％（同比9.2㌽減）、「未定」が29.2％（同比3.2㌽減）となった。（図表２）
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図表１．2022年度春季賃上げ取組み（業種別定昇・ベースアップ状況）

定昇・ベースアップとも実施する予定 定昇のみ実施し、ベースアップは実施しない予定

定昇は実施せず、ベースアップのみ実施する予定 定昇、ベースアップとも実施しない予定

未定 その他

67.6

77.8

53.5


　　
３．賃上げの社会動向を考慮した取り組み
（１）全体
政府から経済界に対する賃上げ要請や、各労働団体からの賃上げ要求などの社会動向を考慮して賃上げに取り組むかを尋ねたところ、全体では、｢考慮した｣は20.2％、「考慮していない｣は68.1％、「特に考慮していないが、今後、賞与支給で考慮する予定」は11.7％となった。前回の同設問（2020年2月）との対比では、｢考慮した｣が5.9％減少、「考慮していない｣は7.2％増加、「特に考慮していないが、今後、賞与支給で考慮する予定」は1.3％減少となった。（図表３）
（２）業種別

業種別にみると、社会動向を｢考慮した｣企業の割合は、製造業は25.0％で一昨年比3.4㌽減少、非製造業は13.4%で同比10.0㌽減少した。一方「考慮しない」企業の割合は、製造業が
65.6％で同比2.1㌽増加、非製造業は71.7％で同比13.9㌽増加した。製造業、非製造業ともに賃上げに関する社会動向を「考慮した｣割合が減少しているが、製造業に比べ非製造業の方が、その傾向が高まっていることがうかがえる。（図表３）
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４．１人当たり平均賃上げ予定額及び賃上げ率
（１）全体
全体の2022年度一人当たり平均賃上げ予定額（以下、賃上げ額）は5,031円、同平均賃上
げ予定率（以下、賃上げ率）は1.89％と、前年度実績（4,402円、1.64％)に比べ、賃上げ額は
629円、賃上げ率は0.25㌽の増加となった。また、平均定昇予定額（以下、定昇額）
は3,842円で、前年度実績（3,640円）に比べ202円増加した。（図表４）
（２）業種別・規模別

業種別にみると、製造業の賃上げ額が4,512円で前年度実績（4,371円）比141円増加、賃上げ率では、1.62％と前年度実績（1.57％）比0.05㌽増加した。また、定昇額についても3,570円で同（3,534円）比36円増加した。一方、非製造業でも、賃上げ額が5,845円で同（4,452円）比1,393円増加、賃上げ率が2.31％と同（1.74%）比0.57㌽増加した。定昇額については、4,269円で同（3,812円）比457円増加した。製造業より非製造業のほうが、賃上げ額および賃上げ率とも増加幅が大きい結果となった。
また、企業の規模別でみると、規模の大きい企業（従業員100人以上の企業）の賃上げ予定額は、前年度実績比811円増加の見込みであるのに対し、規模の小さい企業（従業員100人未満の企業）の賃上げ予定額は、同比258円減少の見込みとなっている。（図表４）
(注)図表４の集計企業数は、1人当たり平均賃上げ予定額及び賃上げ率が未定などの企業が多く、図表１・２及び３の集計企業数とは異なる。

以　上

 要　旨





○2022年度に賃上げを予定している企業の割合は、67.6％と前年度調査（60.3％）を7.3㌽上回った。賃上げを予定している企業の割合は、3年ぶりに増加となった。一昨年度から続く新型コロナウイルス感染症の影響により、賃上げに対しても厳しい環境が依然として続いているものの、県内景気の持ち直しの兆しが見える中、賃上げを予定している企業の割合は増加となった。


○１人当たり平均賃上げ予定額と賃上げ予定率(両者とも定昇とベースアップ込み加重平均)は、全体では金額で5,031円（前年度実績4,402円）、率で1.89％（同1.64%）、また、業種別では、製造業が4,512円、1.62％(同4,371円、1.57％)、非製造業が5,845円、2.31％(同4,452円、1.74％)となっている。製造業より、非製造業のほうが、賃上げ額および賃上げ率とも増加幅が大きい結果となった。
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